
 

 

 

民間検定試験等の実施における 

新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン 

2020年（令和２年）６月４日初版策定 

2023年（令和 5年）2月 17日最新版改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人全国検定振興機構 

 



目次 

１．はじめに..........................................................................................................1 

２．感染経路のリスク評価と対策..................................................................................1 

①飛沫感染のリスク対策................................................................................2   

②エアロゾル感染のリスク対策................................................................................2 

③接触感染のリスク対策................................................................................2 

３．感染症発生源対策の実施...........................................................................................2 

４．集団感染対策の実施........................................................ ...............................3 

①密閉空間に関する対策（換気の徹底）......................................................3 

②密集・密接場面に関する対応（身体的距離の確保）............................................4 

５．試験会場の収容率について（収容率のめやす）.............................................................4 

６．その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .5 

①職場における新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底 . . . . . . . . . . . . . 5 

②ガイドラインに基づく取組の公表 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5 

③業種別ガイドラインの現場での活用 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5 



1 

1. はじめに 

本ガイドラインは、政府の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和 2 年 3

月 28 日策定（令和 2 年 5 月 25 日変更）内閣官房新型コロナウイルス感染症対策本部決定に

示された業種ごとの感染拡大防止ガイドライン作成の要請を受け、民間検定試験等の実施にお

ける新型コロナウイルス感染予防対策として実施すべき基本的事項を整理して、令和 2 年 6月

4 日に初版を作成した。 

 

その後、新型コロナウイルス感染症対策については、ウイルスの特性の変化やワクチン接種の

進捗等に応じて国民の行動制限や経済活動の制限の見直し等、状況に応じた新たな政策が展開

されてきた。 

 

2023 年（令和５年）２月 10日の新型コロナウイルス感染症対策本部決定「マスク着用の考え

方の見直し等について」及び「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の見直しに

伴い、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策室から、各業種別ガイドラインの見直しを行う

よう要請が示されたので、2023 年（令和 5年）２月 17 日に本ガイドラインの改定版を作成し

た。なお、マスク着用の見直しについては３月 13 日からの適用とする。 

 

また、2023 年（令和 5 年）5 月 8 日に予定されている新型コロナウイルス感染症の感染症法

の位置づけの「５類」変更以降、業種別ガイドラインは廃止となる。検定事業者は感染法上の

位置づけの変更後も、政府から提供される自主的な感染対策について必要となる情報等を活用

して、自主的な感染対策に取り組むことが求められる。 

 

2. 感染経路のリスク評価と対策 

検定事業者は、新型コロナウイルスの主な感染経路である①飛沫感染*②エアロゾル感染* 

③接触感染のそれぞれについて、受検者や試験運営に係る者（以下、「試験運営関係者」）の動

線や接触等を考慮したリスク評価を行い、そのリスクに応じた対策について検討する。また、

その対策については、受検者や試験運営関係者に事前に周知徹底する。 

*「飛沫感染」とはウイルスを含む飛沫が口、鼻、目等の露出した粘膜に付着することに 

より感染することをいい、「エアロゾル感染」とはウイルスを含む空中に浮遊する粒子(=エ

アロゾル)を吸引することにより感染することをいう。 

なお、リスク評価に応じた対策に関しては、特定非営利活動法人全国検定振興機構（以下、「本

機構」）第三者評価の総括評価および会場運営評価の評価基準に追加し、十分な対応がなされ

ていない場合は不合格とする。 

① 飛沫感染のリスク対策 

会場における換気の状況や会場内で会話をする場面がどこにあるかなどを評価し、飛沫感染

防止の対策を講じる。 

人と人との距離は、大声を出さない状況（会話は可）においては、触れ合わない程度の距離
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をめやすとする。 

マスクの着用については、重症化リスクの高い人等に感染させない配慮は継続しながら、個

人の判断に委ねることを基本とすることや、本人の意思に反してマスクの着脱をしいること

がないよう、個人の主体的な判断が尊重されることを踏まえ、事業者から利用者や従業員に

対して、必ずしもマスクの着用を呼びかける必要はない。 

ただし、マスクの着用が個人の判断に委ねられる場合であっても、事業者が感染対策上又は

事業上の理由等により、利用者又は従業員にマスクの着用を求めることが許容される。 

例えば、 

感染対策上又は事業上の必要がある場合に、従業員に対し、マスクの着用を求めること、 

客層や施設内の環境、感染状況等を踏まえ、顧客に対し、マスクの着用を求めること、 

マスクの見直し時期をまたぐ一連の催物において、混乱回避のため従前のマスク着用を求め

ること、 

等が考えられる。 

詳細は 2023 年（令和 5 年）2 月 10 日付新型コロナウイルス感染症対策本部決定「マスク着

用の考え方の見直し等について」*を参照する。 

*https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kihon_r2_050210.pdf 

パーティションを設置する場合は下記②に示すエアロゾル感染対策の観点から、空気の流れ

を阻害しないように留意する。 

② エアロゾル感染のリスク対策 

エアロゾルが到達する風下や浮遊する空間での感染対策として、以下の施策を講じる。 

・人と人との距離を確保する。 

・扇風機の首振り・エアコンスイング等により一定方向の気流を防止する。 

・機械換気もしくは窓開け換気（可能な範囲で 2方向の窓開け）を常時行う。 

詳細は 2022 年（令和４年）７月 14 日付新型コロナウイルス感染症対策分科会資料「感染拡

大防止のための効果的な換気について」*を参照する。 

*https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/taisakusuisin/bunkakai/dai17/kanki_teigen.pdf 

③ 接触感染のリスク対策 

他者と共有する物品やドアノブや机、椅子、ＰＣ等不特定多数が接触する可能性があるもの

を特定し、厚生労働省の HP に公表されている「新型コロナウイルスの消毒・除菌方法につ

いて（厚生労働省・経済産業省・消費者庁特設ページ）」*を参照して適切に消毒を行う。 

*https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/syoudoku_00001.html 

 

3. 感染症発生源対策の実施 

感染症対策として、受検者や試験運営関係者に対して以下の発生源対策を周知徹底する。 

-前日までの確認 

下記の場合は来場を見合わせることを周知徹底する。 

・発熱、咳、咽頭痛等の症状等、コロナウイルス感染症と疑わしき症状がある場合 
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・過去 10 日以内に陽性反応があり有症状であった者（無症状であった者は過去 7 日間） 

濃厚接触者に関しては、当該感染者の発症日（無症状の場合は検体採取日）を０日目と 

して、待機期間を５日間（６日目解除）とする。 

ただし、2022 年（令和４年）７月 30日一部改正厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推

進本部事務連絡「B.1.1.529 系統（オミクロン株）が主流である間の当該株の特徴を踏まえた

感染者の発生場所毎の濃厚接触者の特定及び行動制限並びに積極的疫学調査の実施について」

*により、オミクロン株が主流である間においては、自治体の判断で感染者が発生した場所毎

に濃厚接触者の特定や行動制限を決定することとされているので、濃厚接触者への対応につい

ては試験実施会場が所在する都道府県の方針を踏まえて対応する。 

*https://www.mhlw.go.jp/content/000971531.pdf 

-当日確認 

試験の規模や内容に応じて適切な検温方法を検討・実施し、以下の場合は受検を取りやめる

よう案内する。 

・受検者に発熱がある場合 

・平熱を超える発熱や軽度であっても咳等の症状がある場合 

また、試験会場においても同様の案内を掲示し、該当する場合は申し出るよう案内する。な

お、その場合の払い戻し措置等を規定しておく。 

-発症時対策 

試験実施中に受検者および試験運営関係者に発熱等の発症者が出た場合に備えて、発症者を

速やかに別室に隔離し、受検を中止して帰宅させ、部屋の換気を行うなど、具体的な対応を

定め、周知徹底する。 

試験運営関係者にコロナウイルス感染症と疑わしき症状がある場合は、速やかに試験運営業

務を中止して帰宅させ、代わりのスタッフがその業務を行えるよう準備する。 

 

4. 集団感染対策の実施 

試験会場は「３つの密」となりやすい場所であるため、検定事業者は試験の規模や形態を十分

に考慮し、会場及びその周辺地域において、受検者や試験運営関係者への新型コロナウイルス

の感染拡大防止のための対策を検討する必要がある。特に「3 つの密」①密閉空間（換気の悪

い密閉空間）、②密集場所（多くの人が密集している場所）、③密接場面（互いに手を伸ばした

ら届く距離で会話や発声が行われる場面）では感染を拡大させるリスクが高いと考えられ、こ

れを避けることなど、自己への感染を回避するとともに、他人に感染させないように徹底する。 

① 密閉空間に関する対策（換気の徹底） 

法令を遵守した空調設備の設置による常時換気、こまめな換気（１時間に２回以上、１回に

５分間以上）または室温が下がらない範囲での常時窓開けを行うなど、2022 年（令和４年）

７月 15日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡「現下の感染状況を

踏まえたオミクロン株の特性に応じた検査体制及び効果的な換気の徹底について」*の別添２

の提言「感染拡大防止のための効果的な換気について」を参照して換気の徹底をはかる。 
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*https://www.mhlw.go.jp/content/000971006.pdf 

なお、当該試験会場の試験実施会場、試験運営本部、保護者控室等の配置等により換気の状

況が異なるため、使用する部屋ごとに換気方法については事前に会場管理責任者と十分に確

認する。 

② 密集・密接場面に関する対応（身体的距離の確保） 

人と人との間隔は、大声を出さない状況（会話は可）においては「人と人とが触れ合わない

距離での間隔」をめやすとする。 

試験開始や終了、休憩等の入室や退室については、時間の間隔をあけるなどして、受検者が

密集しないように配慮する。 

受検者と近距離の対面形式で「向かい合っての発声」になる面接形式の試験は特にリスクが

高いため、人と人との距離が確保できない場合には、アクリル板等の設置による飛沫感染の

対策を行うこと。ただし、アクリル板等を設置する場合はエアロゾル感染対策の観点から、

空気の流れを阻害しない設置に留意すること。 

ロビーや休憩スペースに受検者や試験運営関係者が密集したり、大声で会話したりしないよ

うに注意する。 

検定試験実施の時間帯により、控室等で昼食をとる場合は、ドアノブ・机・椅子等を使用前

後に消毒して換気を行い、食事の前後の手洗いを徹底するとともに、食事中の飛沫感染を防

止するために、座席間隔の確保、机を向かい合わせにしない、会話を控えるなどの注意をす

る。 

 

5. 試験会場の収容率について（収容率のめやす） 

令和４年９月８日付内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室長事務連絡*「基本的対

処方針に基づくイベントの開催制限、施設の使用制限等に係る留意事項等について」の別紙 1

「感染状況に応じたイベント開催制限等について」に基づき、本ガイドラインに示された対策

が講じられていることを前提として、収容人員の上限は定員の 100％もしくは 5000 名いずれ

か小さい方を限度とする。ただし感染防止安全計画を策定し、都道府県による確認を受けた場

合は定員（緊急事態措置区域は上限 1万人）までとする。 

*https://corona.go.jp/package/assets/pdf/jimurenraku_seigen_20220908.pdf 

なお、この収容率に関する要件は国が示すめやすであり、感染状況や新たな知見が得られるな

どの状況に応じて今後も見直される場合があるので、最新のイベント開催制限や都道府県の要

請等について適宜確認の上、対応する。 

 

6. その他 

① 職場における新型コロナウイルス感染症対策の更なる徹底 

検定事業者は、職場においては、2023 年（令和 5 年）2 月 10 日変更 内閣官房新型コロナウ

イルス感染症対策本部「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」*を参照して、感

染防止のための取組（手洗いや手指消毒、せきエチケット、職員同士の距離確保、事業場の

https://corona.go.jp/package/assets/pdf/jimurenraku_seigen_20220908.pdf
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換気励行、複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、軽症状者

に対する抗原検査キット等を活用した検査、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ

会議の活用、昼休みの時差取得、社員寮等の集団生活の場での対策等）や、「3 つの密」等を

避ける行動を徹底するよう促す。 

*https://corona.go.jp/expert-meeting/pdf/kihon_r_20230210.pdf 

職場における検査を行う場合の抗原検査キットの購入方法等については厚生労働省新型コロ

ナウイルス感染症対策推進本部・内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室事務連絡

「職場における検査等の実施手順（第３版）について」*（2022 年 10 月 19 日）を参照して

対応する。 

*https://www.mhlw.go.jp/content/001003217.pdf 

購入可能な抗原検査キットは以下を参照する。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11331.html 

② ガイドラインに基づいた取組の公表 

検定事業者は本ガイドラインに従った取組を行う旨を、事前にホームページや SNSにて公表

する。 

③ 業種別ガイドラインの現場での活用 

検定事業者は本ガイドラインの現場での理解を促進・徹底するため、本ガイドラインの要旨

を取り入れた「【新型コロナウイルス感染症対応】会場運営評価事前審査シート改訂版」*を

活用してチェックリストの HP への公表や職員等への配布を行い、自己評価等に活用すると

ともに、客観的な評価による信頼性の向上のため第三者による評価（【新型コロナウイルス感

染症対応】会場運営評価**等）を実施する。 

     *https://www.zenken.or.jp/evaluation/2467.html（改定実施次第、改訂版を掲載予定） 

   ** https://www.zenken.or.jp/evaluation/1574.html 

附記  

1. 本ガイドラインは、民間の検定試験実施に適用することを想定している。 

2. 本ガイドラインは、2020 年（令和 2 年）5 月 25 日現在の状況に基づくものであり、今 後、

適宜更新する。また、ガイドライン中の特定事項の詳細や事例を示す必要が生じた場合には、

迅速に提示するために、本機構のホームページに掲載する。 

3. 本ガイドラインは、2020 年（令和 2 年）6 月 19 日内閣官房新型コロナウイルス感染症対策

推進室からの指摘に基づき修正した。 

4. 本ガイドラインは内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室からの 2020 年（令和 2年）

9 月 11 日付け事務連絡「11月末日までの催物の開催制限等について」に基づき改定した。 

5. 本ガイドラインは内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室からの令和 3 年 8 月 20 日

付け事務連絡「昨今の感染状況及び最新のエビデンスを踏まえた業種別ガイドライン改定並

びに遵守・徹底等について（依頼）」に基づき改定した。 

6. 本ガイドラインは内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室からの令和 4 年 10月 17日 

付け事務連絡「感染拡大防止と社会経済活動の両立に向けた業種別ガイドラインの見直しに

https://www.mhlw.go.jp/content/001003217.pdf
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ついて（依頼）」に基づき改定した。 

7. 本ガイドラインは内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室からの令和 5 年 2 月 10 日 

付け事務連絡「マスク着用の考え方の見直し等についてを踏まえた業種別ガイドラインの 

見直しについて（依頼）」に基づき改定した。 

 


